
　　　　　　　　　　　　平成�年度収支予算（案）
　　　　　　　　　　　　　　　平成�年７月１日から平成�年６月�日まで
（収入の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科目区分 科目 予算額 前年度予算額 増減 摘要

会 費 会 費 ４７，８３９，０００ ４８，０２０，５００ △　１８１，５００平成�年度会費

寄 付 金 寄 付 金 ４，８００，０００ ４，８００，０００ ０税政連サポート募金

日税政助成金 １，２９６，３００ ２００，０００ １，０９６，３００日本税理士政治連盟からの助成金

事業収入 機関紙広告料 ９，０３３，６００ ７，１３２，０００ １，９０１，６００東税協、東税データ他

受託事業収入 １，５００，０００ １，５００，０００ ０受託事業企画運営費

資料頒布収入 １，３５３，０００ １，２００，０００ １５３，０００資料頒布収入

その他事業収入 ２，０００，０００ １，４８０，０００ ５２０，０００大会懇親会祝金、朝食懇談会会費等

事業収入計 （１４，４９３，６００） （１１，３１２，０００）

雑 収 入 雑 収 入 ２，０００ ２，０００ ０受取利息ほか

当期収入合計 ６７，８２３，９００ ６４，３３４，５００ ３，４８９，４００

前期繰越金 １２，３３１，９４３ １７，１９３，８１０△　４，８６１，８６７

収入合計 ８０，１５５，８４３ ８１，５２８，３１０△　１，３７２，４６７

（支出の部）

科目区分 科目 予算額 前年度予算額 増減 摘要

事業活動費 事 業 費 ５，７９５，０００ ４，８２０，０００ ９７５，０００

国対活動関係（朝食懇談会等）、選対活動
関係、東日本６税政連会議、ブロック別会
議、セミナー・研修会関係、その他の事業
活動に伴う諸費用

資料作成費 １，１００，０００ １，１００，０００ ０頒布用資料

後援会助成金 ７５０，０００ １，１００，０００ △３５０，０００設立助成金

単位税政連助成金 １，３５２，０００ ７２０，０００ ６３２，０００活動助成金

広報活動費 １１，０００，０００ １１，４３０，０００ △４３０，０００機関紙発行（年４回）費用ほか

事業活動費計 （１９，９９７，０００） （１９，１７０，０００）

組織活動費 会 議 費 ９００，０００ ８００，０００ １００，０００各種会議等に関する費用

大 会 費 ４，０００，０００ ４，２００，０００ △２００，０００大会関係費用

旅費交通費 ４，５００，０００ ３，７００，０００ ８００，０００旅費交通費

渉 外 費 １，９９０，０００ ２，０５０，０００ △６０，０００単位税政連、関係諸団体に関する祝金ほか

組織活動費計 （１１，３９０，０００） （１０，７５０，０００）

日税政分担金 日本税政連分担金 ２６，３１１，２００ ２６，０１３，６００ ２９７，６００日本税理士政治連盟への分担金

経常経費 人 件 費 １２，６００，０００ １４，５００，０００ △１，９００，０００職員及びアルバイト等

退職給与積立金 ０ ０ ０退職給与引当対象職員なし

事 務 費 ９８０，０００ ７３０，０００ ２５０，０００事務機器、事務用品、事務局レイアウト工事

事 務 所 費 ２，５５０，０００ ２，５５０，０００ ０事務室及び倉庫等の賃料、共益費等

通 信 費 ７００，０００ ７２０，０００ △２０，０００郵便料金、電話料

印 刷 費 １，７００，０００ １，５５０，０００ １５０，０００封筒、名刺、資料等印刷代、コピー代

雑 費 ３５０，０００ ３５０，０００ ０振込手数料ほか

経常経費計 （１８，８８０，０００） （２０，４００，０００）

予 備 費 予 備 費 ３，５７７，６４３ ５，１９４，７１０ △１，６１７，０６７

当期支出合計 ８０，１５５，８４３ ８１，５２８，３１０ △１，３７２，４６７
参
考

当期収入合計 ６７，８２３，９００

当期収支差額 △１２，３３１，９４３ △１７，１９３，８１０ ４，８６１，８６７ 当期支出合計（予備費を除く） ７６，５７８，２００

次期繰越金 ０ ０ ０ 当期収支差額（　　〃　　　） △８，７５４，３００

　
平
成
�
年
度
運
動
方
針
に
基

づ
き
、
各
機
関
に
お
い
て
事
業

活
動
を
強
化
し
、
社
会
の
要
請

す
る
国
民
の
た
め
の
税
理
士
制

度
の
確
立
並
び
に
規
制
・
制
度

改
革
の
動
向
へ
の
対
応
等
に
組

織
を
挙
げ
て
取
り
組
む
と
と
も

に
、
次
の
運
動
を
強
力
に
推
進

す
る
。
ま
た
、
組
織
強
化
の
た

め
、
連
盟
規
約
の
見
直
し
を
含

め
た
検
討
を
行
う
。

一
　
政
策
委
員
会

１．

本
年
度
運
動
方
針
に
基
づ

き
具
体
的
政
策
を
企
画
立
案

す
る
。

２．

中
小
企
業
団
体
、
報
道
関

係
者
、
消
費
者
団
体
、
他
士

業
団
体
等
と
の
連
携
強
化
策

を
企
画
立
案
す
る
。

３．

規
制
・
制
度
改
革
、
構
造

改
革
と
並
行
し
て
国
際
化
、

情
報
化
、
多
様
化
が
急
速
に

進
む
社
会
の
変
動
を
踏
ま
え

て
、
本
連
盟
の
長
期
的
政
策

を
検
討
す
る
。

４．

改
正
税
理
士
法
の
施
行
に

つ
い
て
、
そ
の
動
向
を
注
視

し
必
要
な
施
策
を
検
討
す

る
。

５．

東
京
税
理
士
会
と
の
連
絡

調
整
を
図
る
。

二
　
財
務
委
員
会

１．

７
年
連
続
マ
イ
ナ
ス
収
支

一
　
運
動
方
針

　
政
府
は
、
本
年
６
月
、
世
界

経
済
の
先
行
き
が
不
透
明
で
あ

る
こ
と
な
ど
を
理
由
に
、
我
が

国
の
景
気
に
与
え
る
影
響
を
考

慮
し
、
平
成
�
年
４
月
に
予
定

さ
れ
て
い
た
消
費
税
率
の
引
き

上
げ
時
期
を
２
年
半
延
期
す
る

旨
の
表
明
を
行
っ
た
。
秋
の
臨

時
国
会
に
お
い
て
、
消
費
税
率

�
％
の
引
き
上
げ
時
期
を
再
延

期
す
る
法
案
と
と
も
に
軽
減
税

率
制
度
の
導
入
時
期
に
つ
い
て

も
延
期
す
る
法
案
が
提
出
さ
れ

る
予
定
で
あ
る
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
下
に
お
け

る
平
成
�
年
度
税
制
改
正
に
向

け
て
の
喫
緊
の
課
題
と
し
て
、

「
消
費
税
の
複
数
税
率
制
度
の

見
直
し
」
「
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

導
入
に
よ
る
影
響
の
懸
念
」「中

小
法
人
に
対
す
る
法
人
税
改
革

（
法
人
税
の
実
効
税
率
の
引
き

下
げ
に
伴
う
課
税
ベ
ー
ス
の
拡

大
等
）
」
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　
平
成
�
年
度
税
制
改
正
大
綱

に
お
い
て
明
記
さ
れ
た
消
費
税

の
軽
減
税
率
制
度
に
関
し
て

は
、
当
連
盟
は
、
従
来
よ
り
消

費
税
率
引
き
上
げ
に
よ
る
低
所

得
者
へ
の
配
慮
に
つ
い
て
は
、

単
一
税
率
維
持
と
給
付
制
度
に

よ
る
措
置
を
要
望
し
て
お
り
、

消
費
税
率
引
き
上
げ
時
に
よ
る

消
費
税
の
複
数
税
率
制
度
の
導

入
及
び
そ
の
周
辺
の
規
定
に
つ

い
て
再
考
す
べ
き
で
あ
る
。

　
平
成
�
年
よ
り
導
入
予
定
の

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
は
、
事
業
者

の
事
務
負
担
を
増
加
さ
せ
、
免

税
事
業
者
が
取
引
か
ら
排
除
さ

れ
る
虞
が
あ
る
た
め
、
現
行
の

請
求
書
等
保
存
方
式
を
維
持
す

べ
き
で
あ
る
。

　
ま
た
、
中
小
法
人
に
対
す
る

法
人
税
改
革
は
、
厳
し
い
経
営

環
境
を
十
分
に
配
慮
の
う
え
、

中
小
法
人
の
定
義
を
含
め
、
引

き
続
き
、
慎
重
に
課
税
の
あ
り

方
を
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
さ
ら
に
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
法
の
施
行
に
伴
い
、
申
告
納

税
制
度
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い

て
、
個
人
事
業
者
番
号
の
創
設

を
始
め
と
し
た
検
討
を
行
う
。

　
一
方
、
改
正
税
理
士
法
の
う

ち
、
平
成
�
年
４
月
施
行
と
な

る
公
認
会
計
士
に
対
す
る
税
理

士
資
格
付
与
の
見
直
し
に
つ
い

て
の
指
定
研
修
の
内
容
が
国
税

審
議
会
よ
り
公
表
さ
れ
た
。
そ

の
内
容
が
法
改
正
の
趣
旨
に
則

っ
た
も
の
と
な
る
よ
う
注
視
す

る
と
と
も
に
、
社
会
の
要
請
す

る
国
民
の
た
め
の
税
理
士
制
度

の
確
立
の
た
め
必
要
な
施
策
を

講
じ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
な
お
、
東
日
本
大
震
災
・
熊

本
地
震
に
対
す
る
復
興
支
援

は
、
最
優
先
課
題
で
あ
る
と
と

も
に
、
わ
が
国
で
は
依
然
と
し

て
大
規
模
な
地
震
が
発
生
す
る

可
能
性
が
高
い
と
い
わ
れ
て
い

る
。
現
在
、
国
家
規
模
の
災
害

危
機
管
理
体
制
整
備
の
見
直
し

が
議
論
と
な
っ
て
お
り
、
税
制

面
に
お
い
て
も
、
災
害
が
発
生

す
る
度
に
震
災
特
例
法
等
を
制

定
す
る
で
は
な
く
、
「
災
害
税

制
に
関
す
る
基
本
法
」
を
恒
久

法
と
し
て
整
備
す
べ
き
で
あ

る
。

　
本
連
盟
は
、
こ
の
よ
う
な
社

会
情
勢
を
踏
ま
え
て
、
税
理
士

の
社
会
的
・
公
共
的
使
命
を
一

層
自
覚
し
つ
つ
、
税
理
士
に
対

す
る
社
会
的
評
価
の
向
上
を
め

ざ
し
、
東
京
税
理
士
会
及
び
単

位
税
政
連
並
び
に
国
会
議
員
等

後
援
会
と
の
連
携
を
図
り
、
納

税
者
及
び
中
小
企
業
と
と
も

に
、
次
に
掲
げ
る
運
動
方
針
を

強
力
に
推
進
す
る
。

１．

社
会
の
要
請
す
る
国
民
の

た
め
の
税
理
士
制
度
の
確
立

２．

憲
法
の
理
念
に
立
脚
し
た

公
平
な
租
税
制
度
の
確
立

３．

納
税
者
の
声
が
反
映
さ
れ

た
税
制
の
確
立

４．

租
税
立
法
手
続
の
透
明
性

の
確
立

５．

税
務
行
政
に
お
け
る
適
正

手
続
の
確
立

６．

中
小
企
業
の
た
め
の
企
業

法
制
の
確
立

７．

税
理
士
の
公
益
的
業
務
へ

の
参
画

８．

社
会
の
変
動
に
対
応
し
た

税
政
連
の
組
織
及
び
運
動
の

確
立

二
　
重
点
運
動

　
上
記
の
運
動
方
針
に
基
づ

き
、
国
会
及
び
地
方
議
会
関
係

者
、
日
本
税
理
士
政
治
連
盟
、

中
小
企
業
団
体
及
び
消
費
者
団

体
等
と
の
連
携
並
び
に
マ
ス
コ

ミ
対
策
を
強
化
し
、
次
の
重
点

運
動
を
強
力
に
展
開
す
る
。

１．

税
理
士
に
対
す
る
信
頼
と

納
税
者
利
便
の
向
上
を
図
る

観
点
か
ら
更
な
る
税
理
士
制

度
の
発
展
を
目
指
し
て
、
運

動
を
行
う
。

２．

税
の
専
門
家
と
し
て
、
中

小
企
業
に
過
重
な
負
担
を
も

た
ら
す
こ
と
の
な
い
よ
う
、

納
税
者
の
声
が
反
映
さ
れ
た

税
制
改
正
を
実
現
す
る
た
め

の
運
動
を
行
う
。

３．

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
導

入
が
申
告
納
税
制
度
に
与
え

る
影
響
を
検
討
し
、
適
切
に

対
応
す
る
。

４．

東
京
税
理
士
会
、
支
部
、

単
位
税
政
連
と
の
連
携
を
図

り
、
組
織
強
化
及
び
財
政
確

立
の
た
め
の
運
動
を
行
う
。

５．

本
連
盟
の
政
策
実
現
を
図

る
た
め
の
真
の
代
表
を
国
会

及
び
地
方
議
会
に
送
る
た

め
、
単
位
税
政
連
及
び
国
会

議
員
等
後
援
会
と
連
携
し
つ

つ
強
力
な
運
動
を
行
う
。
ま

た
、
新
た
な
国
会
議
員
等
後

援
会
の
設
立
を
促
進
す
る
。

６．

納
税
者
の
権
利
利
益
を
擁

護
す
る
立
場
か
ら
、
税
務
行

政
の
改
善
及
び
適
正
手
続
の

確
立
を
図
る
国
税
通
則
法
の

目
的
規
定
の
改
正
と
納
税
者

権
利
憲
章
を
策
定
す
る
た
め

の
運
動
を
行
う
。

７．

政
府
に
お
け
る
規
制
・
制

度
改
革
の
動
向
を
注
視
し
つ

つ
、
税
理
士
制
度
に
与
え
る

影
響
に
適
切
に
対
応
す
る
。

８．

司
法
制
度
に
対
し
て
は
、

国
民
の
た
め
の
司
法
制
度
構

築
を
め
ざ
し
、
税
理
士
の
立

場
を
踏
ま
え
て
積
極
的
な
役

割
を
担
う
た
め
の
運
動
を
行

う
。

９．

「
災
害
税
制
に
関
す
る
基

本
法
」
を
恒
久
法
と
し
て
整

備
し
、
税
制
面
で
も
不
測
の

事
態
に
備
え
て
、
納
税
義
務

者
に
安
心
感
を
与
え
、
よ
り

迅
速
な
被
災
者
支
援
を
可
能

と
す
る
た
め
の
税
制
確
立
に

向
け
た
運
動
を
行
う
。

�．

税
理
士
に
期
待
さ
れ
る
社

会
的
役
割
を
踏
ま
え
て
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
制
度
、

地
方
自
治
体
・
地
方
独
立
行

政
法
人
等
の
監
査
制
度
、
行

政
不
服
審
査
法
改
正
に
伴
う

審
理
員
制
度
の
充
実
等
に
資

す
る
た
め
の
公
益
的
業
務
に

積
極
的
に
参
画
し
て
い
く
た

め
の
運
動
を
行
う
。

�．

税
理
士
法
第
�
条
違
反
行

為
等
、
業
務
及
び
職
域
の
侵

害
と
な
る
動
向
に
対
し
て
厳

格
に
対
応
す
る
。

�．

国
及
び
地
方
公
共
団
体
の

公
会
計
制
度
改
革
（
複
式
簿

記
・
発
生
主
義
会
計
）
の
実

現
の
た
め
の
運
動
を
強
力
に

行
う
。

�．

本
連
盟
の
活
動
状
況
の
広

報
を
充
実
し
、
会
員
及
び
外

部
関
係
者
か
ら
の
意
見
集
約

に
努
め
つ
つ
、
積
極
的
な
活

動
を
行
う
。

東 京 税 政 連 （４）第２０５号２０１６年（平成２８年）１１月１日（火曜日） 　 　


